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は　じ　め　に

　本論文は，韓国の釜山広域市（以下では「プサン」とする）における靴産業を対象に，統計資

料を用いて産業構造の変化を把握し，その特徴を明らかにすることを目的にしている。

　靴産業は，1970 年代から 1980 年代まで急速な成長を遂げ，韓国経済を牽引していた担い

手であった（知識経済部［2007］）。1990 年には，単一品目では輸出品 3 位を記録し，43 億ドル

の輸出額を記録した。しかし，1980 年後半から賃金上昇，ウォン高，原材料上昇など，いわ

ゆる「3 高現象」
1）

を経験し，中国・インドネシア・ベトナムをはじめとする新興国の登場とと

もにビッグ・ブランドのオーダー減少，生産設備の海外移転など，国内・外の経営環境の変化

があった。そのため，靴産業の集積は，縮小すると同時に急激に衰退しつつあり，現在は斜陽

産業として位置づけられている（イムジョンドク，パクゼウン［1993］，キムスンジュ，イムジョン

ドク，イジョンホ［2008］）。

　しかし，現在，プサンに数多くの靴メーカーが集積しており，集積内で成長している企業群

も生まれている。過去と比べると，靴産業の集積は，明らかに「縮小」してきた一方，集積が

持っている機能や可能性も「縮小」してしまっているのか，新たな展開の可能性はないのか，

なぜ維持できるのか，という視点からプサンの靴産業集積を捉え，靴産業の構造変化を中心に

1）「3 高現象」については，2 章で詳しく述べることにする。
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考察する
2）
。

　結果からいうと，韓国の靴産業は，専ら世界ビッグ・ブランドとの下請的な存在として自立

的な発展性は低いものとされているが，集積の縮小にもかかわらず集積内のネットワークを組

み込むことで，自ら生き残る方法を模索している。

　日本では，産業集積の重要性が指摘され，1980 年代から多くの研究が行われてきた。清成

忠男［1995］は，国内における工業集積の解体に対して，まず，地域に企業家風土の形成が

必要であり，それに企業家ネットワークをベースにして伸縮的専門化による変化対応の展開を

強調した。高岡美佳［1999］は，産業集積を取引システムとして把握し，産業集積のメカニ

ズムが維持できるのは，集積の自己保存機能を持っているためであり，産業集積のメカニズム

の形成を集積の柔軟な分業とマーケットの関係で説明している。植田浩史［2004］によると，

集積の縮小は，産業集積をめぐる外・内的条件の変化から生じた問題であり，そのこと自体が

産業集積の機能喪失と直接的には関係しないと述べており，産業集積の機能は，縮小時代にも

それに対応した形で重視されてしかるべきであろうと述べた。胡中齋，前田啓一［2004］は，

東大阪市の産業構造において，急速な産業空洞化の進行に伴い，新しい分野を開発してきた企

業と革新をしなかった企業との間に業績の二極化傾向がみられており，これらの企業には産業

集積の強みを活かせるポデンシャルがあると述べた。また，空洞化に歯止めを掛け，産業を再

生するには，国の産業政策のみに依存していては再生できなく，各機関との有機的にネットワー

クを図りながら，地域内発型の新しい産業クラスターを形成することが不可欠であると述べた。

大谷知子［2008］は，国内の革靴産業に対して生産の縮小は輸入の増加のためでありながら，

新しい販売チャネルの海外マーケットの開拓は必須課題であると述べている
3）
。以上の先行研究

から明らかなように産業集積の機能は，たとえ縮小しても一定の保存・再編は可能である。こ

こでは，産業集積とは，「1 つの比較的狭い地域に関連の深い多くの企業（特に中小企業）が集

積している状態をさす
4）
」という定義に従う。

　一方で，韓国における産業集積の研究は，2000 年代から本格的に行われ，遅れているのが

現状である。おもに，韓国において大
デ

邱
グ

の繊維産業，鬱
ウル

山
サン

の自動車，光
グァン

州
ジュ

の光産業，忠
チュン

北
ブク

の

半導体等などに対する集積の研究はあるが，プサンの靴産業に対する集積の研究はほとんどな

い（平川均，多和田眞，奥村隆平，家森信善，徐正解［2010］）。

　靴産業に対する先行研究では，キムシジョン・キムイゴン［1993］は，プサンは地理的に

有利な位置にもかかわらず，その利点を生かすことができなかったと述べながら，OEM 生産

2）産業集積の縮小に対する視点について詳しくは，植田浩史［2004］，［2006］を参照。

3）その他，加藤秀雄［2005］は，産業集積の縮小に対して東京圏の事例研究を行い，渡辺幸男［2011］は，

日本の製造業において激しい構造変化を「東アジア化」と呼び，1990 年代から 2000 年代の日本の実態調査

を行われた。

4）伊丹博之，松島茂，橘川武郎［1998］2 頁参照。
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により成長してきた靴産業においては，マーケティングの強化が一番重要であると指摘した。

ジョンヒョンイル［2003］は，靴産業を産業クラスターの観点から捉え，「地域靴産業革新体制」

という概念を挙げながら，産学官ネットワークの重要性を強調した。これは，既存の先行研究

とは異なる研究方向を提示し，靴産業において必要な研究として重要であると考える。オギョ

ンテ［2008］によると，韓国の靴産業は，ビッグ・ブランドの注文の減少と国際分業関係の

推移の変化を予測していなかった。また，OEM の脱皮するために必要であった自社ブランド

の開発やデザインのグローバル化など，研究開発投資の努力をおろそかにしたため，靴産業は

低迷するようになったと指摘した。そのため，現在のプサンの靴産業は知識集約型産業へと発

展するためには，労働力の再生産のために設計・企画機能を担当する労働力を養成する制度的

環境の構築が求められると述べている。キムスンジュ，イムジョンドク，イジョンホ［2008］は，

既存の先行研究では，韓国の靴産業の衰退要因を，賃金上昇と労働集約的な産業の環境変化の

側面にあると述べるのが多いが，靴産業の斜陽化は，国内・外の環境変化による競争条件や市

場変化に適応するための企業の選択過程であると指摘した。

　以上のことを踏まえて本論文の目的は，産業集積の実態を明らかにする前段階として，近年

20 年間に生じた靴産業の新しい変化を統計資料の分析により，プサンにおける靴産業の産業

構造がどのように展開してきたのか，その特徴を明らかにすることが本研究の意義である。

　本論文における具体的な構成は，以下のようになる。まず，1 章では，靴産業について，基

本的な靴産業の概観，靴の分類などを簡単に説明する。2 章は，プサンにおける産業集積の形

成過程および集積内での産業構造の変化を中心に時期別に歴史的な概況を述べる。3 章では，

2 章で述べられた産業構造の変化を統計資料の検討により，その特質を明らかにする。

第 1 章　靴産業の概観

　第 1 節　靴産業の概要

　（1）靴産業の概念

　靴産業とは，各種材料（アスベストを除く）を裁断と裁縫・接合・鋳型またはその他の目的用（整

形外科用を除く）の靴，レギンス，脛あてなどの靴部品を製造しており
5）
，生活必須品として人

間の足を保護するために使用するスポーツ靴，スーツ用靴，上履きなどを製造・販売する産業

である。近年では，靴の機能が足を保護する次元を超えて脊髄，脳への衝撃緩和など，人間工

学的な側面にまで拡大されており，技術と文化，イメージを結びつける技術集約的な産業へと

発展し，その範囲がデザイン，ファッション，応用・先端技術，マーケティング，情報化など

に拡大している。また，生産と販売が分離される国際分業化が急速に進展している中で，これ

5）http://kostat.go.kr/kssc/stclass/StClassAction.do?method=ksscTree&classKind=1&main_
class=C&code=1521，統計庁の HOMEPAGE　閲覧 2012 年 10 月 4 日。



146 立命館経営学（第 52 巻　第 1 号）

らの機能が段階的に下請けシステムに分担されている（プサンテクノパーク戦略産業企画団

［2006］）。

　近年，靴の需要の多様化，専門化および高級化する傾向にあり，それに応じて，製品のライ

フサイクルは，過去は 1 年単位であったが，近年では 3 ～ 6 ヶ月に短縮されている。そのため，

多品種少量体制を維持している中小企業に最適な産業である。また，靴産業は，他の産業への

波及効果も大きい。金型，皮革の反物，裁縫糸，反物類，添加剤類，接着剤類，ゴム類，プラ

スチック類，発泡剤類などの産業と繋がっており，デザイン，身体工学など医学，ナノ工学ま

でシナジー効果は大きいと思われる。特に近年の靴産業は，高付加価値である部品・素材産業

中心の既存材料の性能強化を中心にしており，新素材の開発と機能性部品などの開発要求が多

くなっている（韓国靴産業協会，韓国統計振興院［2011］）。

　（2）靴産業の分類

　靴産業は大きく，完成品製造業，部品・素材製造業で構成されている。完成品の製造業は，

靴の成形のために様々な部品・素材を組み立てる過程として，裁断や縫製，接着，成形，乾燥

などの作業などが，組立ライン（Assembly Line）で行われる。一方，部品・素材製造業は，各

種の甲革（UPPER），靴底（OUTSOLE），ヒールなど，必要に応じて下請外注によって製造し

ている（パクフン［1999］）。韓国標準産業分類は，1998 年までは靴製造業において，完成品製

造業を業種レベルで「①革 UPPER 靴」，「②織物 UPPER 靴」，「③プラスチックおよびゴム

UPPER 靴」，「④競技用及びその他特殊用靴」，「⑤家庭用スリッパ及び類以靴」，「⑥その他靴」

に分類し，部品・素材製造業を「⑧靴裁断物」，「⑨ゴム・プラスチック成形靴」に分類してい

た。しかし，1998 年以降は，靴産業の衰退とともに細かく分類しなくなり
6）
，完成品製造業は，

「スーツ靴類」，「その他靴」となり，部品・素材製造業を「靴部品及び裁断製品」に分類して

いる
7）
。

　靴の分類は，形態別，用途別，韓国標準産業分類，韓国貿易協会の MTI，SITC，HS によ

る分類など多様であり
8）
，統計上の目的による分類と業界の慣行に基づいて分類することができ

る。産業統計による韓国標準産業分類では，靴の製造に使用する材料によって分類している（表

1 ‒ 1）。そして，靴産業の一般的な慣行では，靴を総ゴム靴，キャンバス靴，上履き，革製運

6）韓国標準産業分類は，1975 年の第 4 次改正以降，1984・91・98・2000 年にわたって 4 回の改正が行われた。

1975 年以降，国内の靴産業の発展に応じて，標準産業分類も徐々に細分化されていたが，1990 年代に入り，

靴産業が衰退し，製造業において占める比重が減少した。それに伴って，2000 年の産業分類の改定では分

類体系は，全般的に調整されて細かい分類項目を削除し，統合された（キムスンジュ，イムジョンドク，イジョ

ンホ［2008］）。

7）韓国標準産業分類を参考すると，「スーツ靴類」は，ほとんどが「革 UPPER 靴」を継承・再編したもので

あり，「その他靴」は，「革 UPPER 靴」「織物 UPPER 靴」「プラスチックおよびゴム UPPER 靴」，「競技用

及びその他特殊用靴」，「家庭用スリッパ及び類以靴」，「その他靴」を継承・再編したものである。また，「靴

部品及び裁断製品」は，「靴裁断物」，「ゴム・プラスチック成形靴」を継承・再編したと推測できる。

8）詳しくは，韓国貿易協会 HOMEPAGE 参照。
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動靴，革製靴，作業靴，ケミカル靴などに分けており
9）
，韓国は，そのなかでも革製運動靴に特

化していた（イジョンチョル［2003］）。

　靴の主要部品は，大きく足の上部を覆う部位の甲皮（UPPER）と，足が地面と接する部分の

底材（SOLE）に分けることができ，SOLE は，靴の中敷（INSOLE・MIDSOLE）と靴底（OUTSOLE）

に区分される（図 1 ‒ 1）。また，甲革や底材を組み立てるためには，それぞれの複数の部品，

材料などが必要である
10）

（イジョンチョル［2003］）。

9）詳しくは，イムジョンドク，パクゼウン［1993］10 頁参照。

10）運動靴の製造工程については，イムジョンドク・パクゼウン［1993］13 ～ 14 頁参照。

表 1 ‒ 1．韓国標準産業分類の基準による靴分類

出所：http://kostat.go.kr/kssc/stclass/StClassAction.do?method=ksscTree&classKind=1&main_class=C&code=1521, 
15211, 15219, 15220,  統計庁 HOMEPAGE より。

分類（CODE） 内　　容 例

靴製造業

（1521）

各種材料（石綿を除く）を裁断やミシン・

接合・鋳型，またはその他の方法として様々

な目的用（整形外科用を除く）の靴，ゲー

トル，レガーズと靴の部分品を製造する産

業活動を指す。

除外：靴底がない紡織用繊維製の靴平一，

石綿の靴の製造，整形外科用靴の製造，競

技用レガーズ，スケート付きのブーツの製

造，玩具用の靴の製造，革製スーツ用靴製

造。

除外：競技靴及び特殊用靴製造

スーツ靴類

製造業

（15211）

革，合成皮革，ゴムやプラスチックなどで

作った靴底に天然皮革，再生皮革，合成皮

革，人工皮革で作った縫製革甲革を縫製ま

たはその他の方法で結合させ，革の靴を製

造する産業活動を指す。

カジュアル（皮製）靴ブーツ製造

その他靴

製造業

（15219）

スーツ用靴類以外の運動用の靴，特殊用シ

ューズ，競技用靴，防水靴，各種材料製の

家庭用スリッパ，ゲートルや足及び足の一

部または全部を包む作られたその他の製品

（靴下を除く）を製造する産業活動が含ま

れている。

競技用靴製造，運動靴製造，木およびゴム

靴製造，プラスチック靴製造，バレー用靴

製造，ゲートル製造，草鞋製造，特殊目的

用靴製造 除外。

除外：靴用部品製造

靴部品および

裁断物

製造業

（15220）

各種材料で靴製造用裁断の製品および付属

品を製造する産業活動をいう。ゴムやプラ

スチックを成型し，靴の部品を製造する場

合も含まれる。

靴 UPPER 製造，HEEL（かかと）製造，

INSOLE 製造，OUTSOLE 製造

図 1 - 1．靴の構成図

出所：http://www.kfiglobal.or.kr:8080/index.jsp 釜山靴産業振興センター HOMEPAGE 参照。

MIDSOLE：OUTSOLE の中央に置かれる部品として，UPPER と OUTSOLE が
接続する部品である。INSOLEとは，靴内部の床面に置かれる部品である。

UPPER　 ：足を覆う上の全体的な部分をいう。

OUTSOLE：靴が地面との接触する部分である。

UPPER

MIDSOLEMIDSOLE

OUTSOLEOUTSOLE
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　第 2 節　靴産業の現況

　（1）韓国の靴産業

　靴産業は，軽工業分野として，繊維・合板産業などと一緒に韓国の代表的な労働集約型産業

であった。また，OEM 生産による輸出産業として急速な量的成長により，1990 年に繊維，

電気電子に次いで単一品目としては，輸出額の 3 位を記録し，韓国経済の成長に重要な役割

を果たした。しかし，1980 年代後半，国内の民主化運動による賃金上昇とともに原材料の上昇，

ウォン高など，いわゆる「3 高現象」をきっかけに急激な衰退を経験することになり，1998

年には輸出の 26 位まで下落した（ジョンヒョンイル［2003］）。図 1 ‒ 2 および図 1 ‒ 3 は，1960

年代から 2009 年まで靴産業の出荷額，輸出額を示すものであるが，何よりも輸出額の激しい

減少が目立つ。

百
万
ウ
ォ
ン

韓国の靴産業の出荷額の推移

出荷額

0
500,000

1,000,000
1,500,000
2,000,000
2,500,000
3,000,000

図 1 - 2．韓国における靴産業の出荷額の推移（単位：百万ウォン）

出所 ：『鉱業・製造業統計調査』の各年度より著者再編の作成。

注 1 ：1967 年は，ゴム靴を除外した結果である。

注 2 ：1970 年は，革製靴のみの結果である。

注 3 ：1975 年から 1990 年までは，成形ゴム靴およびプラスチック靴を除外した結果である。

注 4 ：2009 年は，従業員数の 10 人以上の事業体を対象として調査が行われた結果である。
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出所：韓国靴輸出組合『韓国靴輸出統計』，韓国貿易協会KITAの各年度により再編作成。

図 1 - 3．靴産業の輸出額の推移（単位：百万ドル)
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　（2）プサンの地場産業

　1980 年代までは，靴産業集積の評判が確立されていた
11）

。プサンの靴産業は，事業体数，従

業員数，生産額，出荷額などにおいて全国でも指折りであり，韓国の靴産業におけるプサンの

ウェイトはトップである。靴産業においてプサンの靴産業の比重をみると（表 1 ‒ 2），1990 年

にあらゆる面で高い割合を占めていたのはわかる。しかし，国内・外の経営環境が変化し，

2009 年には，事業体数，従業員数，生産額，輸出額が激減し，低い水準を示している。全靴

産業の減少率よりもプサン靴産業の減少率が激しいということは，プサンが国内の靴産業にお

いて中心的な担い手としてその影響力が大きかったからである。その一方，プサン以外の地域

の割合が増加している。

　表 1 ‒ 3 は，プサンの製造業における靴産業の比重を示しているものである。とくに，1990

年の製造業において靴産業の従業員数が 40.1% をしめ，非常に大きく，輸出額も 46.3% の高

い比重を占めていた。このように，靴産業がプサンの経済にもたらす影響は莫大であった。ま

た，地域経済が単一業種に過度に依存していることは，靴産業の経営環境の変化がプサンの経

済に及ぼす影響も大きいということは容易に知ることができる。2009 年になると，それぞれ

の比重が大幅に低くなっており，靴産業の地位が急降下している。このように，プサン靴産業

は，国内の靴産業の成長と衰退の岐路を共にしている。

11）産業集積の「評判」については，高岡美佳［1999］を参照。

表 1 ‒ 2．全靴産業におけるプサンの靴産業の比重（10 人以上の事業体基準）

出所：キムヒョング［2008］「靴産業」131 頁，韓国靴皮革研究所 HOMEPAGE，『鉱業・製造業統計調査』の各年度よ

り著者再編の作成。

年度

全靴産業 プサン靴産業
プサン靴産業 / 全靴産業

比重 %事業体
数

従業員
数

生産額 輸出額
事業体
数

従業員
数

生産額 輸出額

個 千人
十億
ウォン

百万
ドル

個 千人
十億
ウォン

百万
ドル

事業体
数

従業員
数

生産額 輸出額

1990 1,860 1,796 4,296 4,315 1,123 1,480 3,577 3,524 60.4 82.4 83.3 81.7
2000 1,705 335 2,311 799 894 190 1,003 483 52.4 56.7 43.4 60.4
2009 516 125 1,881 375 236 61 674 203 45.7 48.8 35.8 54.1

表 1 ‒ 3．プサン製造業における靴産業の比重（10 人以上の事業体基準）

出所：キムヒョング［2008］「靴産業」131 頁，韓国靴皮革研究所 HOMEPAGE，『鉱業・製造業統計調査』の各年度よ

り著者再編の作成。

年度

製造業 靴産業
靴産業 / 製造業

比重 %事業体
数

従業員
数

生産額 輸出額
事業体
数

従業員
数

生産額 輸出額

個 千人
十億
ウォン

百万
ドル

個 千人
十億
ウォン

百万
ドル

事業体
数

従業員
数

生産額 輸出額

1990 6,724 3,640 13,448 7,605 1,123 1,480 3,557 3,524 16.7 40.1 26.5 46.3
2000 4,134 1,153 17,092 4,835 531 164 993 483 12.8 14.2 5.8 9.9
2009 3,825 1,256 36,045 9,497 236 61 674 203 6.1 4.9 1.9 2.1
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第 2 章　プサンの産業集積の変遷
12）

　プサンは，第 1 の国際貿易港や国際空港を持っており，日本はもちろん，西ヨーロッパの

多くの国と接続する役割を果たしている。また，人口は約 358 万人であり，15 区と 1 郡に構

成しており，面積は約 765 千平方メートルである。そして，プサンでは，「ギジャン郡」が全

体の 28.47% の一番に大きな面積を占めており，その次の「ガンソ区」は 23.59%，「グンジョ

ン区」は8.51%の順である
13）

。全国の中で，靴産業の分布状況を考察してみると，プサンの靴メー

カーの集積のウェイトがトップであり（表 2 ‒ 1 参照），靴メーカーの集積の偏在がみられる（統

計庁［2009］）。

12）靴産業の時期区分について先行研究では，主に輸出額の増減，産業構造，経営環境の変化，政府の支援政策，

主要製品の変化，10 年ごとにより，5・6 段階に時期区分しているものが多い。本論文は，イチョル，ジュ

ミスン［2001］の時期区分を参照しながら，経営環境の変化をベースとして構造変化に焦点を当て，4 段階

に時期区分した。

13）http://www.busan.go.kr/　釜山市役所 HOMEPAGE　閲覧 2012 年 10 月 1 日。

表 2 ‒ 1．靴産業における全国の事業体数と従業員数の現況（単位：個，名）

出所：http://kosis.kr/abroad/abroad_02List.jsp?parentId=1211021, #jsClick KOSIS 統計庁 HOMEPAGE  2012 年 10
月 1 日閲覧

注 1 ：集積率は，2009 年の数値である。

注 2 ：増減率が，1994 年に対比する 2009 年の結果である。

年　度

事業体数 従業員数

1994
2009

1994
2009

増減率 集積率 増減率 集積率

ソ ウ ル 1,041 621 － 40.3 26.4 10,530 4,501 － 57.3 23.0 

プ サ ン 1,598 979 － 38.7 41.7 44,825 9,041 － 79.8 46.1 

デ グ 159 69 － 56.6 2.9 351 275 － 21.7 1.4 

インチョン 98 73 － 25.5 3.1 2,490 657 － 73.6 3.4 

グァンジュ 49 38 － 22.4 1.6 121 72 － 40.5 0.4 

デ ジ ョ ン 109 36 － 67.0 1.5 2,460 302 － 87.7 1.5 

ウ ル サ ン 0 14 ・ 0.6 0 63 ・ 0.3 

ギ ョ ン ギ 436 367 － 15.8 15.6 6,280 3,411 － 45.7 17.4 

ガンウォン 24 11 － 54.2 0.5 63 100 58.7 0.5 

チュンブク 28 12 － 57.1 0.5 220 61 － 72.3 0.3 

チュンナム 28 10 － 64.3 0.4 530 142 － 73.2 0.7 

ジョンブク 46 14 － 69.6 0.6 627 70 － 88.8 0.4 

ジョンナム 63 13 － 79.4 0.6 151 15 － 90.1 0.1 

ギョンブク 40 12 － 70.0 0.5 103 79 － 23.3 0.4 

ギョンナム 159 76 － 52.2 3.2 7,483 808 － 89.2 4.1 

ゼ ジ ュ 31 5 － 83.9 0.2 45 7 － 84.4 0.0 

全 　 国 3,909 2,350 － 39.9 100 76,279 19,604 － 74.3 100 
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　第 1 節　集積の形成と急成長期

　（1）第 1 期 －導入期－（～ 1960 年代）

　　①経営環境

　1960 年代以降の韓国経済の開発戦略は，積極的な外資導入による輸出志向工業化への大き

な変化をみせた。その中でも雑貨工業が輸出競争力を持つ産業として重点的な育成対象となっ

た。すなわち，雑貨工業というのは，労働集約的産業（軽工業）であり，技術的にも高い水準

を要求されない産業であった
14）

。このように，靴産業は韓国の経済開発計画が推進されてから，

輸出産業として重要な産業となった（釜山経済白書［1991］）。その結果，1962 年には，第 1 次

経済開発計画が始まったと同時にアメリカへ初めて輸出したのである。

　　②プサンにおける靴産業の発芽期

　韓国の靴産業は，1916 年に日本のゴム靴産業の中心地である神戸の商人が韓国人向けのゴ

ム靴を輸出し始めたのがきっかけで，1919 年に「㈱大陸ゴム」が民族資本で靴工場を設立し

たのを嚆矢とした。プサンには，1922 年「ソンマンゴム」が最初の靴工場で記録されている（プ

サン商工會議所 プサン經濟硏究院［1991］）。また，プサンの靴産業は，韓国戦争による軍靴など

の軍需物資の供給を契機に本格化した。さらに，安い労働力の確保とともにゴムおよび皮革な

ど，原材料の確保が可能であり，貿易港として製品の輸出に立地上に有利だったからである（キ

ムジョンムン［1988］）。

　　③日本における靴産業の空洞化と韓国の靴産業

　1962 年には，政府の輸出第一主義であった経済開発 5 ヵ年計画（1962 ～ 1966）と合わせて，

初めて米国にゴム靴を輸出し，輸出商品として輸出を拡大していく。この時期の主要な製品は，

ゴム靴類であり，少数の大企業が低賃金の労働力を雇用し，企業組織内で内製化一貫生産体制

によって生産されていた。そのため，当時の靴産業は，大企業による寡占体制が形成されてい

た
15）

。

　一方で，日本は，空洞化した国内の靴産業において様々な問題解決が急務であった。そうし

た中で，1965 年の「日韓国交正常化」が行われ，日本の製造技術と生産設備が韓国に移転し

14）高橋哲郎［1989］「韓国における中小企業問題と中小企業政策－「二重構造」の形成（1954 ～ 76）－」32
頁参照。

15）当時の 5 大企業であった「国際商事」，「三和ゴム」，「テファ」，「東洋」，「ジンヤン」は，日本の靴メーカー

の資本から技術および生産設備を導入し，寡占体制が形成された。流通分野でも，「三菱」と「CITC」に依

存していた（シンウォンチョル［2007］8 頁参照）。

　　1965 年に「日本ゴム」が「三和ゴム」と技術供与を結び，1967 年には「月星化成」が「泰和ゴム工業

社」と製造技術供与と販売提携を，1971 年に「広島化成」が「国際科学」よりカンバス靴を輸入しはじめ，

1973 年には，「藤倉ゴム」が「大洋産業工業社」と業務提携を結ぶことになった（小林英夫［1982］）。
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始めた
16）

。日本によって技術移転された運動靴の製造技術は
17）

，韓国の靴産業が世界市場で成長

するための決定的な要因となった
18）

。この時期にプサンの靴メーカーは，原料の輸入が容易な

港を中心に集積していた（オギョンテ［2007］）
19）

。

　（2）第 2 期 －急成長期－（1970 年代～ 1980 年後半）

　　①経営環境

　1970 年代になると，政府による産業政策の重点は，重化学工業の育成に焦点を当てながら，

靴産業の重要性は相対的に減少していた。しかし，第 1・2 次経済開発計画によって近代化し

た靴工場では，量産体制を整えながら，大量生産が行われていた。しかし，1977 年に輸出額

の 60% 以上を占めていた米国市場の市場秩序維持協定（OMA：Orderly Market Agreement）
20）

を

はじめ，各輸入国からの輸入規制により，1980 年代半ばまでに 10% 前後の輸出伸張率をみら

れていた。その一方，政府からクォータ
21）

を受けてない中小企業は，過当競争によって経営難

を経験したが，政府からクォータを受けた 4 つの大手企業（国際，サンファ，ジンヤン，テファ）は，

全体の輸出量の 80% をしめ，むしろ莫大な利益を得ることになった（イジョンチョル［2003］，

イムジョンドク・パクゼウン［1993］）。

　　②世界の生産基地

　1970 年代に世界の主要な先進国の靴産業が斜陽化する一方で，韓国は，1980 年代末までに

世界最大の靴の生産基地としての役割を担当するようになる。したがって，国際分業体制上で

主な世界ビッグ・ブランド（NIKE，ADIDAS，REEBOK など）の OEM 生産基地として，設備，

雇用，輸出額が急激に増加する最高の成長期を迎えた。また，これらのブランドの登場は，ジョ

16）日本の靴資本が韓国を選んだ理由としては，地理的な隣接性と過去の植民地支配の経験もあり，韓国政府

が 1960 年代初頭から輸出産業を奨励するために外国資本と技術の導入を奨励したためである。韓国政府は，

1960 年代半ばから輸出をする企業に対して低金利の輸出金融を提供していた（イムソクジュン［2000］336
頁参照）。

　　商工部は，国際経済環境の変化に応じて，日本政府が，日本での斜陽化すると指定を告げた 170 業種のう

ち，韓国の輸出戦略産業と関連が深いことに対しては，韓国の中小企業は，共同投資と技術提携するように

した。このような方針は，日本に行ってきた日本市場の調査団は，これらの斜陽化業種を韓国に誘致するの

が対日輸出の増進のために有益であると提案したことによって行われたことである（『東亜日報』1972 年 04
月 01 日参照）。

17）圧延加黄法（Press Vulcanizing or Cool Process）については，キムソッカァン［2000］205 頁参照。

18）1950 年代まで既存の製造工法に基づく製品で成長を主導した米国の靴産業の版図が，新たな製造技術を導

入したドイツと日本がリードすることになった。このような変化は，日本企業から多くの製造技術を伝授さ

れていた韓国の靴産業が世界市場で成長するようになった決定的な要因となった（キムスンジュ・イムジョ

ンドク・イジョンホ［2008］516 頁参照）。

19）産業集積は，輸送コストの軽減とスピルオーバーの発生により産業は特定地域に集積する傾向にある（詳

しくは，井戸田博樹［2010］52 ～ 53 参照）。

20）イムジョンドク・パクゼウン［1993］22 頁参照。

21）アメリカ，オーストラリア，EC，カナダ，タイ，スペイン，イランなどが韓国の靴について関税クォータ制，

反ダンピング関税，事前許可制，輸入監視剤，関税の引き上げなどの措置をとった（毎日経済新聞 1978 年

05 月 02 日）。
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ギングブームとともに主力輸出品目がゴム・キャンバス靴からランニング靴に変わった
22）

。そ

の結果，1973 年には初めて輸出額が 1 億ドルに到達し，1990 年まで急速な成長で輸出額が増

えるようになった（図 1 ‒ 3 参照）。

　　③下請けとして中小企業

　この時期の主な製品は，ゴム・キャンバス靴から運動靴に移行していた。運動靴への移行は，

様々な素材の使用が可能となり，原材料及び部品の国内調達が可能となった。また，ビッグ・

ブランドの OEM 生産体制による靴の製造工程の発展に伴い，部品の生産過程が細分化され，

大企業の下請として多数の中小企業が登場した。当時，下請の分業体制というのは，親会社と

子会社の間の生産協力とはいえ，ただの設備や人材に対する親会社の支援だけに留まってい

た
23）

（ジョゼイル［1993］）。このように，大企業は輸出の担い手であり，中小企業は国内市場に

おける製造・販売を担当していた。

　プサンにおける靴メーカーの集積は，既存の港を中心にした集積地ではなく，「沙
サ サ ン

上工業地域」

（沙
サ サ ン グ

上区）と「錦
グ ン サ

糸工業地域」（金
グンジョング

井区）など，靴メーカーは新設の工業地域への移動していた（ジュ

ミスン［2004］）。

　第 2 節　集積の縮小と転換期

　（1）第 3 期 －構造調整期（空洞化期）－（1980 年代後半～ 1990 年代後半）

　　①経営環境 － 3 高現象

　1986 年から国内・外に経営環境の変化があった。賃金上昇，ウォン高，原材料価格の上昇

により，いわゆる「3 高現象」
24）

を経験し（表 2 ‒ 2 参照），中国，ベトナム，インドなど，新興

国の登場により，OEM 生産に依存していた低賃金の生産基地として限界に直面したのであ

る
25）

。賃金，為替（ウォン）の上昇，原材料の上昇により，靴の輸出単価は約 2 倍まで上昇する

ことになった。その結果，経営収益の悪化につながり，資金力が脆弱な零細企業だけではなく，

22）韓国の靴産業は，戦後，当時の生産量の約 60% をアメリカに輸出していた。そのため，アメリカ市場の変

化の影響により，生産製品にもたらす影響が大きかった。一方で，関滿博［1975］によると，日本の靴産業は，

戦後に軍需の行き詰りと私服の洋風化に伴う民需靴の急激な増大であった国内市場を対象にしていた。この

ように，韓国とは対象になる市場が異なったのである。

23）納品代金を受け取らず，紛争調整委員会に紛争調整申請をしていた下請けの中小企業がほとんどの大企業

と中堅企業から取引停止等の仕返しを受け，これにより廃業を余儀なくされた中小企業も生じたことが明ら

かになった（東亜日報 1986 年 02 月 01 日，08 月 16 日）一部の事例であったが，当時の下請関係というのは，

日本の信頼関係を基にしているものとは少し性格が異なっていたと考えられる。

24）一般的に靴産業が衰退した起因としていわれるのが「3 高現象」である。しかし，靴産業の衰退の要因に対

する見解は様々な視角からいわれている。OEM 生産への依存，怠慢な企業経営，自社ブランドの留守，世

界の経済動向を読み取れないことなどがある。しかし，「3 高現象」は，靴産業に大きい影響をもたらした 1
つの要因であったのは事実であるといえる。

25）当時，靴産業の全輸出のなかで，OEM による輸出が 97% を占めていた（釜山経済企画院［1991］）。また，

日本における大阪サンダル産業の場合は，国内市場を対象として競争しているが，韓国の場合は，中国，ベ

トナム・インドネシアなどの低賃金の国際的なライバルを競争の対象としていた（庄谷邦幸［2007］）。
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大企業まで倒産の危機に追い込まれることになった。靴メーカーが相次いで倒産すると，金融

機関や資材納入業者が取引を避け，中小靴メーカーの経営は苦凶に陥った。そのため，靴産業

は，生き残りをはかるために構造調整を余儀なくされた。

　こうした変化は，相次ぐ靴メーカーの倒産とともに大量失業の発生はプサンに大きな経済社

会的な混乱を加速させた。これに伴い，政府は靴産業の生産活動に支援，指導，監督する最小

限の政府介入が必要だと判断し，1992 年 1 月 24 日（1992 年 3 月 1 日から 1995 年 2 月 28 日まで）

に産業政策審議会の議決を経て，靴産業を合理化業種に指定した
26）

。合理化業種の目的は，労

働集約的な生産体制から価格競争力を向上させ，技術革新
27）

と自社ブランドの開発を推進する

ことによって，国際競争力の回復することであった（釜山経済白書［1992］）。

　　②靴産業の空洞化
28）

　その一方，靴産業は，前述した国内・外の経営環境に対する対策として，1988 年から本格

的に海外投資活動を展開し，生産設備を海外に移転することになり
29）

，靴業界の関心も高まっ

たが，一方，靴産業の空洞化に対する懸念も現実化した
30）

。

26）政府は，靴産業を合理化業種に指定し，3 年間で 2000 億ウォンの合理化施設資金を支援する計画を推進す

ることにした（商工白書［1992］550 頁参照）。合理化措置の 2 大目標は，産業構造の調整（不振企業の整

理）と独自のブランドの輸出拡大であったが，厳しい担保条件と靴景気の低迷持続など，様々な要因により，

533 億ウォンの支援実績に留まった（プサン経済白書［1994］244 頁参照）。

27）健康増進と疾病予防用などの特殊機能用の靴と人体工学など他の分野と融合し，単純な加工工程を越えて

先端科学技術を応用するなど高付加価値への転換を指す（産業資源部［2004］588 頁参照）。

28）空洞化とは，「国内の生産活動が海外での生産活動によって代替される結果として起きる国内生産基盤の縮

小」と定義される（植田浩史，桑原武志，本多哲夫，義永忠一［2012］）。

29）1991 年に 29 社の海外移転が行い，1995 年には 54 社で約 2 倍となっていた。「靴産業振興センター」によ

ると，2006 年には 174 社である。

30）靴産業の海外直接投資に対する観点は様々である。キムジョンムン［1988］は，急速な海外直接投資が，

むしろ韓国における靴産業の斜陽化を促進させないかという懸念を生んでおり，海外直接投資がこれらの

国々において靴産業が急成長するきっかけになって，将来に韓国の靴産業を脅かすことではないかと述べた。

キムションジュ，イムジョンドク，イジョンホ［2008］は，政府は，靴産業の急速な海外移転を抑制し，国

内の制度的な規制のために，海外投資という進化的な発展戦略を使用できなくなったことこそが，韓国の靴

産業の斜陽化を誘発した二次的な原因だったのであると指摘した。その一方で，政府により，海外直接投資

が規制されたため，台湾に中国の集積地を取られることとなったという評価が多く，イムジョンドク［1992］
は，企業が生き残るためには，要素費用が安価な海外に設備を移動し，新規投資をすることが一つの方法で

表 2 ‒ 2．3 高現象の推移（単位：％，足 / ドル）

出所：［1989］，［1991］，［1993］『商工白書』より作成。

注 1 ：賃金は，製造業における賃金総額の基準である。

注 2 ：革製運動靴および全体靴の単位は，足当りのドルである。その他は，上昇率である。

注 3 ：革製運動靴に限り，当時の天然ゴムは 100%，合成革は 38.5%，合成樹脂は 71.6% を輸入に依存していた。

区　　分 1986 1987 1988 1989 1990

賃　　金 12.2 10.1 15.5 21.1 18.8

為　　替
ウォン / ドル 3.6 8.7 15.8 0.7 5.1

￥/ ウォン 31.5 16.2 17.3 16 12.8

輸出単価
革製運動靴 7.89 9.24 11.83 12.26 13.26

全体靴 6.25 6.79 8.81 9.32 11.16
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　「セウォン」のギムビョンチュン社長は，“結局，プサンは，靴の製造に必要な部品・素材の

研究開発センターの役割を果たすしかない”と述べた。つまり，製造工場はもうあきらめるし

かない段階に至ったという説明である。産業の空洞化により，プサンの靴産業は崩壊の危機に

直面したのである（毎日経済新聞 1997 年 4 月 29 日）。さらに，国外だけではなく，プサン市外

に生産設備を移転していく靴メーカーが増えていた。その原因は，プサンの基本的に工業用地

が不足しており，工業用地の供給が不十分だったことが一層大きく作用していた
31）

。

　したがって，プサンは，地域経済自体が危機に陥り，失業者の大量発生が社会問題となって

いた
32）

。このような生産基盤の縮小は，プサンの工業力を減退させ，プサンの経済成長を大き

く鈍化させ，さらに産業空洞化を急進展させた。

　　③大企業から中小企業へ

　構造調整期には，靴産業の大量生産設備が低賃金国に移転し，大規模靴メーカーのみならず

中小規模靴メーカーの生産機能まで低化する一方，企画機能，設計・デザイン・マーケティン

グ機能など強化され，コーディネート的な管理機能を遂行できる中堅規模の新しい企業群が生

まれた（イチョル，ジュミスン［2001］）。

　1980 年代後半になると，国内の靴産業では，人件費の上昇や人材不足などにより，裁断ラ

インや縫製ラインをほとんど外注に依存するようになった。そのため，自然に生産ライン数が

減少し，設備の自動化の影響によって従業員も大幅に減少した 。さらに，製品生産の特性，

コストの削減，変化する需要に備えるため，下請け関係が広がった（オギョンテ［2007］）。こ

のように，構造調整期は，急激な国内・外における経営環境の変化により，大企業の倒産およ

び生産設備の海外移転とともに中小企業を中心とした競争体制を形成するようになった。また，

中小規模の組立メーカーの増加と部品・素材の生産企業の増加に伴い，プサンの全域に拡大し

て立地していた。

　（2）第 4 期 －転換期（ネットワーク形成期）－（1990 年後半～現在）

　　①経営環境

　1990 年後半になると，韓国の経済において大きな異変が起きる。1997 年の通貨危機であり，

韓国の経済に莫大な影響をもたらした。しかし，靴産業は，1990 年を境に経済活動のあらゆ

る面ですでに急激に衰退し，通貨危機は，衰退を若干促進したにすぎなかった。

　プサンは，新たな戦略産業の不在と構造調整に適切に対応できなかったことにより，景気の

あり，産業再構築のプロセスであると述べている。

31）プサン広域市［2002］によると，「染
ヤンサン

山」・「金
キ ン へ

海」地域への移転は，プサンと比べて広い面積の工場敷地の

確保が容易であったためだと分析される。

32）輸出を主導してきた大企業のオーダー減少により，その影響が零細・中小企業まで及ぼし，1989 年 136 社

の 10,213 人，1990 年 97 社の 4,379 人，1991 年 110 社の 7,000 人の倒産および失業により，地域経済を脅

かすことになった（ハンギョレ新聞 1991.09.12）。
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低迷を経験していた。そのため，プサンは，「10 大戦略産業プロジェクト」を実施し，本格的

な産業構造の再編が行われた。これは，プサンの中核産業に集中投資することにより，産業構

造を高度化し，地域経済を活性化することに焦点を置いていた（釜山広域市［2002］）
33）

。

　　②企業間ネットワーク

　ネットワークの生産体制期（1990 年後半～現在）は，部品・素材生産企業と国内・外の完成

品組立メーカー間のネットワークを構築する時期である。また，OEM 生産を通じて得られた

製造技術とノウハウを通じた靴産業のプロセス・細分化技術の発展により，様々な形態の分業

関係が可能となった。靴産業は，ゴム靴，ケミカル靴，革製靴，布靴，特殊・機能靴など，他

産業と比べて細分化された製品群と多様な顧客層で構成されている。そのことは，企業間のネッ

トワークにより，協力的な生産が可能であることを示唆している。

　特に1990年代後半になると，プサンの靴メーカーを中心に共同ブランドの開発，協力の流通，

協同に素材およびデザインの開発などが活性化されたことにより，企業間の協力的なネット

ワークの活性化の可能性を示したのである。その結果，1999年に初めて協同ブランドである「テ

ズラク」が開発された（キムヒョンジュ［2002］）。

　　③国際分業体制の変化

　靴産業は，既存のビッグ・ブランドが進出していない特殊靴のニッチ市場に進出し，部品・

素材部門も勢いがあった。また，靴産業の輸出を主導してきた OEM 生産による完成品の輸出

は急激に減少し，2000 年初期から部品・素材の輸出額が完成品の輸出額を超えるようになっ

た（オギョンテ［2007］）。

　このように，登山靴，サイクル靴，インラインスケート靴など様々な特殊靴の生産企業がニッ

チ市場を攻略し，成果を上げながら部品の専門メーカーも持続的な素材技術革新に基づいて輸

出を伸ばしていった。OEM 生産体制は，既存の体制において，ビッグ・ブランドは，企画・

設計・マーケティングなど知識集約的な機能を強化し，韓国では，部品・素材の開発および大

量生産が行われるようになった。近年になると，ビッグ・ブランドの機能はそのままでありな

がら，国内では，部品・素材の開発と靴の金型設計などの生産に注力しており
34）

，中国，ベト

ナムなど，海外現地生産工場において，完成品および部品の大量生産と輸出に注力している（産

業資源部［2004］，キムスンジュ・イムジョンドク・イジョンホ［2008］）。

　したがって，部品・素材の開発と生産の場合には，中核部品や素材は先進国で，重要な部品・

素材は，プサンの完成品メーカーおよび部品・素材メーカーで，標準化された部品・素材の生

33）構造高度化の産業とは，プサンに占める割合は高いが，成長が鈍化している地域特化産業（地場産業）を

高付加価値化し，新たに産業の競争力を確保することができる産業を指す（釜山広域市［2002］43 頁参照）。

34）KIMBARA［2000］によるば，中小企業を企業類型別に分けており，そのなかで OEM (Original 
Equipment Manufacturing) は，技能と技術の蓄積によって R&D の能力を持つ ODM (Original Design 
Manufacturer) へシフトすると述べ，台湾の靴産業を OEM の成功した事例として挙げられている。
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産は，主に途上国で行われるようになった（オギョンテ［2007］）
35）

。

　　④産学ネットワーク（産業クラスター）形成
36）

　国際競争力が維持できる高価品輸出の持続的な拡大をするためには，製品のファッション靴・

機能靴など，技術集約的な商品の開発能力が前提されなければならない。そのためにプロ・デ

ザイナーと優秀な熟練職人が多く輩出される必要があるが，プサン所在の工業高等学校または

専門学校に靴関連の学科は全くない状況であった（プサン商工會議所，プサン經濟硏究院［1991］）。

　しかし，ネットワーク形成期になると，プサン靴産業において新しい動きがみられるように

なった。専門人材の養成の側面として，1998 年 3 月には，「慶南情報大学」内に靴工学科（現在：

靴ファッション産業科）が開設されており，2001 年，「東西大学」の学部課程に靴工学と大学院

課程が開設された。その結果，専門の研究開発人材と靴専門のデザイナーなどの人材の養成が

可能となった
37）

。また，高等学校の課程に「プサン産業科学高校」で 2003 年から毎年 180 人

の専門機能人材を輩出することになった。「慶南情報大学」は，国内で初めての靴ファッショ

ン産業科を開設し，「人材育成事業団」を 2004 年から運営している。東西大学は，学部の靴

知識エンジニアリング専攻を設立し，大学院課程の靴工学科と靴デザイン工学科を設立し，靴

業界と靴のデザイン産業の支援体制を整えている（プサン広域市［2002］）。

　また，政府は 2000 年 12 月に靴産業の総合育成対策を樹立し，2001 年から本格的に実施し

た。プサンに靴産業の集積化をはかるために「ノッサン国家産業団地」内に「靴協同化団地」

が造成し，協同化団地内の入居企業に「靴産業振興センター」の靴総合支援センター，試作品

開発センター，デザイン開発支援センターと部品・素材を生産できる賃貸工場などの先進的な

35）調査インタビューによると，部品・素材生産企業である「YC － NEWTECH」は，PRESS 工法の開発と

MOLD 技術の開発によって，世界的なヒット商品である NIKE「FREE」と「LUNAR」の MIDSOLE と

OUTSOLE 開発し，全量を供給している。NIKE「FREE」は，1 年 6 ヶ月をかけて様々な難題を解決し，

2003 年に製品化に成功するようになり，世界的なベストセラーが誕生することになる決定的な役割をする

ことになった。中国など OUTSOLE 専門企業に何度も依頼したが，すべての製品化に失敗し，最終的に当

社で開発することになった。NIKE「FREE」のプロジェクトを行うことができる唯一の企業である。この

ように，研究・開発の能力を持ち，革新的な技術を持っている企業群が生まれている。2011 年 8 月 12 日，

2012 年 3 月 5 日　社長　金哲秀とのインタビュー調査に基づいて作成。

36）クラスターとは，ある特定の分野に属し，相互に関連した企業と機関から近接した集団である。これらの

企業と機関は，共通性や補完性によって結ばれている。クラスターの地理的な広がりは，一都市のみの小さ

なものから，国全体，あるいは隣接数カ国のネットワークにまで及ぶ場合がある。Poter［1999］による概

念に従う。

37）清成忠男［1995］によると，集積の質を高めるためには，創造拠点である研究型大学等を集積のなかにビ

ルト・インすることが重要であろうと述べた。Piore, Sabel［1995］によると，大学は，産業の技術開発

においても専門職の従業員を養成したり，研究に基づいた技術改良の源泉として役に立っている。しかし，

さらに重要なことは，大学が，その産業（ハイテク産業の事例）の従業員にとっては，知的コミュニティ

の組織的中心として機能してきたと指摘した。その他研究にも，産業集積において大学は，重要な役割を

果たす機関として評価している。Sunyang Chung［1999］は，韓国の中小企業は，R&D 能力が不足であ

るため，企業間，公共の研究機関，大学等との協力関係の構築に焦点を当てた政府の中小企業の支援政策

が必要であると指摘した。
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設備および各種の支援が行うようになった。「慶南情報大学」内の創業支援センターや「靴皮

革研究所」内の創業支援センターでは，新技術の保有企業に対する創業支援を担当している（産

業資源白書［2001］）。

　このように，靴産業に産学研官のネットワークを形成しながら，プサンに靴産業の新しい動

きがみられている。構造調整期から強化された主要な機能はさらに強化され，主な製品は，部

品および素材の生産に転換し，さらに下請企業が増加した。このように，地域中小企業は，高

度化した地域集積の上に，ネットワーク構造を組み込むことで，発展の可能性をより強固にし

ている（加藤秀雄［2003］）。

　靴メーカーの立地としては，イチョル，ジュミスン［2001］，ジュミスン［2003］によると，

構造調整期から現在までの立地特性として，伝統的に靴産業が発達した港付近と「沙
サ サ ン

上工業地

域」，「錦
グ ン サ

絲工業地域」，「新
シン

平
ピョン

・長
ジャン

林
リム

工業地域」などの工業地域に集積が強化されたと述べてい

る。

第 3 章　産業構造の変化（統計資料による分析）

　まず，分析する資料の性格と使用上の要点について述べる。1994 年から始まった『全国事

業体調査』（2008 年以前の名称は『事業体基礎統計調査』）は，靴業界も含むすべての事業体数と

従業員数の調査であり，その目的は，統計庁により，事業体の地域別の特質，構造などを把握

し，国家および地方自治団体における各種の政策樹立と企業経営の計画，学会，研究所などの

学術研究に基礎資料を提供することである。当該資料は，1 人以上のすべての事業体（工場，

商店，作業場，工業所，出張所，営業所，本社・本店，連絡事業所も含む）を調査単位としている
38）

。

したがって，当該資料は，零細企業の事業体数および，従業員数に対する現状把握が可能であ

る。また，靴産業を組織別に区分し，小分類による統計，従業員規模別の統計，事業体区別に

よる統計まで収録していることにより，表面的な構造変化の把握に適している。しかし，その

一方で，事業体数と従業者数の調査のみを行っているため，付加価値の動向を把握することは

難しい。

　1967 年から始まった『鉱業・製造業統計調査』（2000 年以前の名称は，『鉱工業統計調査』）
39）

は，

統計庁が鉱業・製造業の構造と分布および経済活動の実態を把握するために従業員 5 人以上

の事業体を対象に実施した調査の報告書である。当該資料の事業体単位とは，一定の物理的な

場所または一定の地域内で，1 つの単一または主な経済活動に独立して従事する企業体や企業

38）一部の事業とは次の①～④である。①個人が経営する農林・漁業事業（法人および法人団体が経営する企

業は調査対象とする。）②国防及び農家サービス業。③国際機関及び外国機関。④固定設備がない場合また

は営業所が一定しない簡易販売店などである。

39）当該資料は，1967 年の調査韓国産業銀行が行い，その以降は，統計庁が買収して毎年実施され，1973 年

からは，1983 年，1998 年のように年度末の桁が 3，8 字の年度は，「産業総調査」として別に実施されている。
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を構成する部分の単位（個々の工場，作業場，事業所など）を指す
40）

。

　本研究で用いる『鉱業・製造業統計調査　地域編』は，区・郡別の事業体数，従業員数，生

産額，出荷額，生産費，付加価値額などの資料を収録したもので 1993 年から調査が始まった。

さらに，1994 年以降は，靴産業を小分類に区分して，規模別の経済活動を収録したことから，

より詳細な構造変化が把握することができると考える。しかし，『鉱業・製造業統計調査 - 地

域編』では，5 人以上の事業体を対象としているが，2007 年から従業員数 10 人以上の事業体

を対象として調査が行われたため，5 人から 9 人以下の零細企業の経済活動を連続して捉える

には限界がある。

　したがって，1994 年以前の事業体の把握は，従業員数 5 人以上の事業体を対象とした全国

編『鉱工業統計調査』を用いるしかない。また，同じ年度であっても『全国事業体調査』と『鉱

業・製造業統計調査』とは，調査機関が異なっているため，調査結果が合致しない部分もある。

　第 1 節　『全国事業体調査』の分析

　（1）プサンにおける靴産業の組織形態別の現況

40）①毎年 12 月 31 日現在に設立中か，または新設工事中である事業体。②国軍，UN 軍が直営する事業体。

③公共職業専門学校及び刑務所の作業場。④公共団体及び学校に属している実習場，試験所，研究所などの

事業体は調査対象から除外した。

表 3 - 1．プサン地域における靴産業の組織形態別の現況（単位：個，名，％）

出所：『全国事業体調査』の各年度により著者が再編作成。

注 1 ：1994 年の組織形態において法人において，会社以外のその他に 1 社（5 人）がある。

注 2 ：個人会社とは，個人が事業を経営する場合として，共同経営の場合も含む。

注 3 ：表の小数点が凸凹により，小数点以下は四捨五入したため，数値が合計と合わない場合もある。

注 4 ：増減率は，1994 年に対比する 2009 年の結果に対する増減率である。

年度

事業体数 従業員数
1 事業体当たり

従業員数
増減率（％）

（1 事業体当たり）

個人 
会社

法人 
会社

合計

比重（%）
個人 
会社

法人 
会社

合計

比重（%）
個人 
会社

法人 
会社

個人 
会社

法人 
会社個人 

会社
法人 
会社

個人 
会社

法人 
会社

1994 1,392 162 1,555 89.5 10.4 25,456 31,261 56,722 44.9 55.1 18.3 193.0 － －

1995 1,441 155 1,596 90.3 9.7 24,087 20,726 44,813 53.8 46.2 16.7 133.7 － 8.6 － 30.7 
1996 1,352 145 1,497 90.3 9.7 20,690 14,536 35,226 58.7 41.3 15.3 100.2 － 8.4 － 25.0 
1997 1,127 131 1,258 89.6 10.4 12,832 8,118 20,950 61.3 38.7 11.4 62.0 － 25.6 － 38.2 
1998 992 122 1,114 89.0 11.0 12,378 7,720 20,098 61.6 38.4 12.5 63.3 9.6 2.1 
1999 1,082 146 1,228 88.1 11.9 13,149 8,120 21,269 61.8 38.2 12.2 55.6 － 2.6 － 12.1 
2000 1,193 168 1,361 87.7 12.3 12,144 8,452 20,596 59.0 41.0 10.2 50.3 － 16.2 － 9.5 
2001 1,305 177 1,482 88.1 11.9 12,168 7,370 19,538 62.3 37.7 9.3 41.6 － 8.4 － 17.2 
2002 1,200 162 1,362 88.1 11.9 10,019 6,458 16,477 60.8 39.2 8.3 39.9 － 10.5 － 4.3 
2003 1,048 139 1,187 88.3 11.7 8,128 6,204 14,332 56.7 43.3 7.8 44.6 － 7.1 12.0 
2004 959 154 1,113 86.2 13.8 7,122 6,039 13,161 54.1 45.9 7.4 39.2 － 4.2 － 12.1 
2005 890 138 1,028 86.6 13.4 5,785 4,939 10,724 53.9 46.1 6.5 35.8 － 12.5 － 8.7 
2006 825 131 956 86.3 13.7 5,256 4,477 9,733 54.0 46.0 6.4 34.2 － 2.0 － 4.5 
2007 823 125 948 86.8 13.2 5,575 4,168 9,743 57.2 42.8 6.8 33.3 6.3 － 2.4 
2008 824 122 946 87.1 12.9 5,663 3,510 9,173 61.7 38.3 6.9 28.8 1.5 － 13.7 
2009 859 120 979 87.7 12.3 5,519 3,522 9,041 61.0 39.0 6.4 29.4 － 6.5 2.0 
増減率 － 38.3 － 25.9 － 37.0 100 － 78.3 － 88.3 － 84.1 100 － － － 64.9 － 84.8 
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　1990 年代は，2 章で述べたように，1980 年代後半から「3 高現象」と海外直接投資により，

靴産業の空洞化が進行中であった。そのため，数多くの大企業および中小企業が経営不振に陥

り，倒産・廃業または転業のため，産業構造の調整をせざるを得なくなり，急激な構造変化を

経験していた時期である。

　表 3 ‒ 1 は，1994 年から 2009 年までプサンにおける靴産業の事業体と従業員を組織形態別

に区分し，事業体数と従業員数および 1 事業体当たり従業員数の推移を示したものである。こ

の表でいえる特徴は，2009 年の事業体数は，「個人会社」は 87.7%，「法人会社」は 12.3% を

占めており，「個人会社」が「法人会社」より圧倒的に多いことである。この割合は，1994 年

からみても変わらないといえよう。従業員数では，1994 年の「個人会社」は 44.9% を占め，「法

人会社」は 55.1% を占めており，「法人会社」のほうが若干高いのであるが，2009 年になると，

前者が 61.0%，後者が 39.0% となり，従業員数においても「法人会社」から「個人会社」の

ほうが多くなったのである。

　1 事業体当たり従業員数をみると，「個人会社」は，1994 年に 18.3 人であったものが 2009

年になると，64.9% 減少して 6.4 人となった。一方で，「法人会社」は，1994 年に 193 人であっ

たのが 2009 年になると，84.8% 減少して 29.4 人となった。とくに，1998 年には，「個人会社」

は 33.1% の減少率である一方，「法人会社」は，63.3 人になって，67.2% の激しい減少率をみ

せていた。要するに，全般的に量的な減少傾向を示しつつあるなかで，「個人会社」より「法

人会社」の減少率が高かった。とくに，1998 年に「法人会社」を中心に大きい産業構造の変

化があったと考えられる。

　（2）プサンの靴産業における規模別の事業体数と従業員数

　表 3 ‒ 2 と表 3 ‒ 3 は，従業員の数規模別の事業体数と従業員数，構成比の推移を示したもの

である。ここでいえる特徴は，プサンの靴産業は，構造変化によって零細化が進んだのである。

9 人以下の事業体数の構成比をみると，1994 年に 46.3% から 2009 年には 75.7% となり，か

なりの割合が増えたのがわかる。その一方で，「100 ～ 299 人」の事業体数は，1994 年の 61

から 1998 年に 20 となり，300 人以上は，20 から 0 になった。この時点で，靴産業において

大企業の解体が行われたといえよう。それ以降，500 人以上の事業体がなくなり，300 人以上

は現在に 1 社しか残っていないのである。また，（1）でみたように，「法人会社」を中心とし

た構造変化は，100人以上の事業体における減少であることが表 3 ‒ 2で読み取れる。その結果，

1998 年の 300 人以上の事業体数をみると，前章で述べたように，過去の靴産業を導いていた

大企業の存在がなくなったのである
41）

。この時点で，靴産業は，299 人以下の中小企業を主と

41）1999 年に 300 人以上の規模は，ビッグ・ブランドである「NIKE」の OEM 生産企業である「セウォン」，「デ

シン交易」の 2 社に過ぎず，2009 年には 300 ～ 499 人規模の事業体は 1 社しか残っていない（キムヒョン

グ［2008］）。
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した産業構造に再編成されたといえよう。

　また，すべて規模の事業体数と従業員数において減少傾向であるが，9 人以下は，増加傾向

またはそれほど減少していないのである。中小企業研究院［2006］によると，1997 年の通貨

危機によって，企業の構造調整で失業者が増え，多くの中小企業が倒産し，零細企業が大きく

表 3 - 2．プサン地域の靴産業における規模別の事業体数の推移（単位：個，％）

出所：『全国事業体調査』の各年度により著者作成。

注 1 ：1000 人以上の企業体は，1995 年に 5 社（7,856 人），1996 年に 3 社（4,246 人）存在していたが，1997 年には完

全になくなった。

注 2 ：増減率は，1994 年に対比する 2009 年の結果である。

区分
事業体数 構成比

1 ～ 
4 人

5 ～ 
9 人

10 ～ 
19 人

20 ～ 
49 人

50 ～ 
99 人

100 ～ 
299 人

300 ～ 
499 人

500 ～ 
999 人

合計
1 ～ 
4 人

5 ～ 
9 人

10 ～ 
19 人

20 ～ 
49 人

50 ～ 
99 人

100 ～ 
299 人

300 ～ 
499 人

500 ～ 
999 人

合計

1994 498 222 258 333 163 61 8 12 1,555 32.0 14.3 16.6 21.4 10.5 3.9 0.5 0.8 100 
1995 522 260 257 362 133 51 6 － 1,596 32.8 16.3 16.2 22.8 8.4 3.2 0.4 － 100 
1996 517 291 248 292 101 41 3 1 1,497 34.6 19.5 16.6 19.5 6.8 2.7 0.2 0.1 100 
1997 447 304 202 225 59 19 1 1 1,258 35.5 24.2 16.1 17.9 4.7 1.5 0.1 0.1 100 
1998 364 258 191 212 69 20 － － 1,114 32.7 23.2 17.1 19.0 6.2 1.8 － － 100 
1999 356 320 226 241 66 18 2 － 1,229 29.0 26.0 18.4 19.6 5.4 1.5 0.2 － 100 
2000 422 374 268 232 46 17 2 － 1,361 31.0 27.5 19.7 17.0 3.4 1.2 0.1 － 100 
2001 490 432 289 217 38 15 1 － 1,482 33.1 29.1 19.5 14.6 2.6 1.0 0.1 － 100 
2002 556 354 232 173 34 14 － － 1,363 40.8 26.0 17.0 12.7 2.5 1.0 － － 100 
2003 403 421 191 131 28 10 3 － 1,187 34.0 35.5 16.1 11.0 2.4 0.8 0.3 － 100 
2004 422 351 184 123 21 8 4 － 1,113 37.9 31.5 16.5 11.1 1.9 0.7 0.4 － 100 
2005 505 260 131 106 19 5 1 1 1,028 49.1 25.3 12.7 10.3 1.8 0.5 0.1 0.1 100 
2006 423 310 121 83 11 7 － 1 956 44.2 32.4 12.7 8.7 1.2 0.7 － 0.1 100 
2007 457 261 119 86 15 9 1 － 948 48.2 27.5 12.9 9.1 1.6 0.9 0.1 － 100 
2008 438 261 140 87 12 8 － － 946 46.3 27.6 14.8 9.2 1.3 0.8 － － 100 
2009 479 262 144 72 17 4 1 － 979 48.9 26.8 14.7 7.4 1.7 0.4 0.1 0.0 100 
増減率 －3.8 18.0 －44.2 －78.4 －89.6 －93.4 －87.5 －100 －37.1 －37.1 52.8 87.4 －11.4 －65.4 －83.8 －89.7 －80.0 －

表 3 - 3．プサン地域の靴産業における規模別の従業員数の推移（単位：名，％）

出所：同上

区分
事業体数 構成比

1 ～ 
4 人

5 ～ 
9 人

10 ～ 
19 人

20 ～ 
49 人

50 ～ 
99 人

100 ～ 
299 人

300 ～ 
499 人

500 ～ 
999 人

合計
1 ～ 
4 人

5 ～ 
9 人

10 ～ 
19 人

20 ～ 
49 人

50 ～ 
99 人

100 ～ 
299 人

300 ～ 
499 人

500 ～ 
999 人

合計

1994 1,291 1,525 3,496 10,935 10,840 9,847 2,927 15,861 56,722 2.3 2.7 6.2 19.3 19.1 17.4 5.2 28.0 100 
1995 1,378 1,738 3,438 11,970 8,416 7,860 2,157 － 44,813 3.7 4.7 9.3 32.4 22.8 21.3 5.8 － 100 
1996 1,377 1,925 3,471 9,526 6,346 6,458 1,057 820 35,226 4.4 6.2 11.2 30.7 20.5 20.8 3.4 2.6 100 
1997 1,187 1,985 2,722 7,183 3,963 2,925 322 633 20,920 5.7 9.5 13.0 34.3 18.9 14.0 1.5 3.0 100 
1998 1,030 1,646 2,627 6,734 4,668 3,393 － － 20,098 5.1 8.2 13.1 33.5 23.2 16.9 － － 100 
1999 895 2,124 3,090 7,588 4,427 2,608 622 － 21,354 4.2 9.9 14.5 35.5 20.7 12.2 2.9 － 100 
2000 1,091 2,460 3,650 6,946 3,107 2,562 780 － 20,596 5.3 11.9 17.7 33.7 15.1 12.4 3.8 － 100 
2001 1,273 2,799 3,950 6,236 2,637 2,334 309 － 19,538 6.5 14.3 20.2 31.9 13.5 11.9 1.6 － 100 
2002 1,494 2,345 3,146 4,955 2,116 2,425 － － 16,481 9.1 14.2 19.1 30.1 12.8 14.7 － － 100 
2003 973 2,626 2,562 3,879 1,793 1,522 977 － 14,332 6.8 18.3 17.9 27.1 12.5 10.6 6.8 － 100 
2004 1,040 2219 2522 3547 1326 1135 1372 － 13,161 7.9 16.9 19.2 27.0 10.1 8.6 10.4 － 100 
2005 1,225 1,641 1,791 3,147 1,269 769 351 531 10,724 11.4 15.3 16.7 29.3 11.8 7.2 3.3 5.0 100 
2006 1,002 1,931 1,667 2,649 772 1,149 － 563 9,733 10.3 19.8 17.1 27.2 7.9 11.8 － 5.8 100 
2007 1,142 1,712 1,574 2,525 1,087 1,340 368 － 9,748 11.7 17.6 16.1 25.9 11.2 13.7 3.8 － 100 
2008 1,074 1,719 1,851 2,554 868 1,107 － － 9,173 11.7 18.7 20.2 27.8 9.5 12.1 － － 100 
2009 1,163 1,756 1,899 2,134 1,108 541 440 － 9,041 12.9 19.4 21.0 23.6 12.3 6.0 4.9 － 100 
増減率 －9.9 15.1 －45.7 －80.5 －89.8 －94.5 －85.0 －100.0 －84.1 
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表

3
-

4
．
靴
産
業
の
小
分
類
に
よ
る
事
業
体
数
の
推
移

（
単
位
：
個
，
％
）

出
所
：
『
鉱
業
・
製
造
業
統
計
調
査
』
の
各
年
度
に
よ
り
著
者
が
再
編
作
成
。

注
1 
：

 「
ス
ー
ツ
靴
類

｣
は
，
ほ
と
ん
ど
が
①
か
ら
再
編
さ
れ
，
「

そ
の
他
靴
」
は
，
①
＋
②
＋
③
＋
④
＋
⑤

+
⑥
（
し
か
し
，
⑦
に
は
①
の
一
部
分
も
含
ん
で
い
る
）
か
ら
再
編
さ
れ
た
。
「
靴
部
品
及
び
裁
断

製
品

｣
は
，
⑧
＋
⑨
か
ら
再
編
さ
れ
た
と
判
断
で
き
る
。
「
韓
国
標
準
産
業
分
類
」
を
参
照
し
，
明
確
な
数
値
は
明
示
で
き
な
い
。

注
2：

 ①
「
革

U
P

P
E

R
靴
」
は
，

19
98

年
以
降
に
「
ス
ー
ツ

靴
類
」
お
よ
び
「
⑦
そ
の
他
靴
」
に
属
す
る
よ
う
に
な
る
。

 

区
分

事
業
体
数

構
成
比

%
1
社
当
り
の
従
業
員
数

年　　 度

① 革 U P P E R 靴 （ ス ー ツ 靴 類 ）

⑦ そ の 他 靴

⑩ 靴 部 品

　 お よ び

　 裁 断 製 品

合　　 計

① 革 U P P E R 靴 （ ス ー ツ 靴 類 ）

⑦ そ の 他 靴

⑩ 靴 部 品

　 お よ び

　 裁 断 製 品

合　　 計　

① 革 U P P E R 靴 （ ス ー ツ 靴 類 ）

⑦ そ の 他 靴

⑩ 靴 部 品

　 お よ び

　 裁 断 製 品

② 織 物 U P P E R 靴

③ プ ラ ス チ ッ ク お よ び

　 ゴ ム U P P E R 靴

④ 競 技 用 及 び そ の 他

　 特 殊 用 靴

⑤ 家 庭 用 ス リ ッ パ 及 び

　 類 似 靴

⑥ そ の 他 靴

② ＋ ③ ＋ ④ ＋ ⑤ ＋ ⑥ ＝ ⑦

⑧ 靴 裁 断 物

⑨ ゴ ム 及 び プ ラ ス チ ッ ク

　 成 形 靴

⑧ ＋ ⑨ = ⑩

②
③

④
⑤

⑥
② ＋ ③ ＋ ④ ＋ ⑤ ＋ ⑥ ＝ ⑦

⑧
⑨

⑧ ＋ ⑨ = ⑩

②
③

④
⑤

⑥
② ＋ ③ ＋ ④ ＋ ⑤ ＋ ⑥ ＝ ⑦

⑧
⑨

⑧ ＋ ⑨ = ⑩
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増加することになったと述べているが，それだけでは，靴産業の場合，零細の事業体数の増加

を説明しきけれない。

　（3）靴産業の小分類による事業体数，従業員数の推移

　表 3 ‒ 4 は，靴産業の小分類により，業種レベルで事業体数，従業員数，1 社当たりの従業

員数の推移を示したものである。ここで注目すべき点は，2 章で述べたように，靴産業をリー

ドしてきたのは，革製運動靴を中心とした「⑦その他靴」であったが，1995 年の事業体数を

みると，すでに「⑩靴部品および裁断製品」が 1,092 で 68.5% を占めており，「⑩靴部品およ

び裁断製品」を中心に産業が形成されている点である。産業資源部［2004］によると，この

ような変化は，韓国における靴産業の空洞化に対する対抗策として，部品・素材中心の輸出構

造へ転換するとともにビッグ・ブランドが進出していない特殊・機能性靴のニッチ市場へ進出

したことを意味する
42）

。その結果，過去の完成品製造業を主とした産業構造から「⑩靴部品お

よび裁断製品」を主とした産業構造に変化したのである。

　イチョル，ジュミスン［2001］によると，大量生産体制の大企業に従事していた管理職の

一部がその企業の技術部門の人材を再雇用し，中小規模の部品・素材を生産する企業に分離・

独立する場合が多かったと述べている
43）

。これは，従業員数の減少にもかかわらず，管理機能

の事業体や中小規模の完成品の組立事業体が増加する一方で，「⑩靴部品および裁断製品」が

増加した可能性が考えられる。また，1 社当たりの従業員数でみると，2）で述べたように，

零細の事業体数の増加は，一番規模が小さい「⑩靴部品および裁断製品」が多い可能性が高い

と考えられる。

　このように，集積内では，既存の企業で働いていた職人がスピンアウトをして企業家となる

ケースが少なくない。これは，柔軟な分業体制のもとで，技術や人的資源，情報の伝播が容易

となり，創業が可能となるからである（高岡美佳［1999］）。

　（4）区・郡別の事業体数および集積率の推移

　表 3 ‒ 5 は，プサンにおける各区・群の靴製造業の事業体数と集積率の推移を示したもので

ある。ここでいえる特徴は，まず，1995 年から 2009 年にいたるまで「ササン区」と「ジン区」

を中心に集積率が高まり，集積の偏重も大きいことである。1995 年と 2009 年の事業体数と

集積率をみると，「ササン区」（集積率 1 位）は，それぞれ 513 から 414 となり，32.1% から

42.3% に増加した。「ジン区」（集積率 2 位）は，それぞれ 430 から 304 となり，26.9% から

42）日本のゴム靴産業の場合では，空洞化の対処として海外への生産設備および技術移転と新技術の導入

（INJECTION）が行われた（小林英夫［1989］）。

43）創業の容易さは，集積が維持できる一つの要因でもある（伊丹博之，松島茂，橘川武郎［1998］）。また，

2012 年 8 月 14 日ユソッジュ「ELAND」スポーツ事業部総括実長，8 月 16 日「慶南情報大学」靴ファッショ

ン産業科兼任教授との調査インタビューによると，実際に税金を収めるために登録さえしていない零細企業

が数多く，集計できない零細企業の把握が至急な問題であると述べた。
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31.1% となった。これらの地域は，事業体数は減少したにもかかわらず，集積率は強化された

のがわかる。また，1994 年には，「ナム区」がそれぞれ 117，7.3% で集積率 3 位であったが，

2009 年になると，「ドン区」がそれぞれ 41，3.7% で 3 位となった。その結果，「ササン区」

および「ジン区」の 1・2 位と 3 位の格差の幅が大きくなっている。この二つの地域で靴メー

カーの 73.4% が集積しているのである。

　オギョンテ［2007］，イチョル，ジュミスン［2001］，ジュミスン［2003］によると，構造

調整期から現在までの立地特性として，伝統的に靴産業が発達した港付近と「沙
サ サ ン

上工業地域」，

「錦
グ ン サ

絲工業地域」，「新
シン

平
ピョン

・長
ジャン

林
リム

工業地域」などの工業地域に集積が強化されたと述べている。

表 3 - 5．区・郡別の事業体数の推移（単位：個，％）

出所：『全国事業体調査』の各年度により著者が再編作成。

注 1：1994 年には，プサン地域の各区・郡が再編される前であるため，「ドンレ区」と「ヨンゼ区」が 1 つと「ブッ区」

と「ササン区」が 1 つ，「スヨン区」と「ナム区」は 1 つの区であり，「ギジャン郡」はプサン市外であったため，

1995 年から分析を行う。

注 2：増減率は，1995 年と比べた 2009 年の結果である。

区　

分

年　

度

サ

サ

ン

区

ジ

ン

区

ド

ン

区

グ
ン
ジ
ョ
ン
区

ガ

ン

ソ

区

サ

ハ

区

ナ

ム

区

ブ

ッ

区

ジ

ュ

ン

区

ヘ
ウ
ン
デ
区

ド

ン

レ

区

ヨ

ン

ド

区

ス

ヨ

ン

区

ギ
ジ
ャ
ン
郡

ソ

区

ヨ

ン

ゼ

区

合　

計

事
業
体
数

1995 513 430 53 116 15 50 117 81 30 34 50 25 15 6 15 46 1,596 
1996 496 438 53 99 16 49 82 63 24 26 52 25 16 3 14 41 1,497 
1997 462 339 38 96 21 46 68 43 25 14 38 22 9 4 11 22 1,258 
1998 440 281 32 86 19 40 60 39 17 8 36 16 10 5 8 17 1,114 
1999 523 313 34 81 21 45 61 34 15 14 34 16 9 4 7 18 1,229 
2000 571 381 39 89 28 44 61 42 14 16 29 10 8 2 7 20 1,361 
2001 599 454 52 91 27 42 62 56 14 20 28 6 6 1 9 15 1,482 
2002 566 407 51 92 32 35 48 46 15 19 19 7 5 1 7 13 1,363 
2003 483 359 35 81 29 31 41 37 19 17 23 7 7 0 5 13 1,187 
2004 460 340 36 64 25 29 39 32 19 19 21 10 6 0 6 7 1,113 
2005 416 321 29 52 33 31 38 34 12 16 18 10 4 0 7 7 1,028 
2006 393 300 27 43 38 28 32 29 12 14 13 9 6 1 7 4 956 
2007 382 303 29 42 41 31 32 27 11 13 13 8 5 2 6 3 948 
2008 397 289 35 38 38 32 31 27 11 11 10 7 5 4 7 4 946 
2009 414 304 41 39 35 30 30 26 10 10 10 8 7 6 5 4 979 

増減率 －19.3 －29.3 －22.6 －66.4 233.3 －40.0 －74.4 －67.9 －66.7 －70.6 －80.0 －68.0 －53.3 1.0 －66.7 －91.3 －38.7 

集
積
率

1995 32.1 26.9 3.3 7.3 0.9 3.1 7.3 5.1 1.9 2.1 3.1 1.6 0.9 0.4 0.9 2.9 100 
1996 33.1 29.3 3.5 6.6 1.1 3.3 5.5 4.2 1.6 1.7 3.5 1.7 1.1 0.2 0.9 2.7 100 
1997 36.7 26.9 3.0 7.6 1.7 3.7 5.4 3.4 2.0 1.1 3.0 1.7 0.7 0.3 0.9 1.7 100 
1998 39.5 25.2 2.9 7.7 1.7 3.6 5.4 3.5 1.5 0.7 3.2 1.4 0.9 0.4 0.7 1.5 100 
1999 42.6 25.5 2.8 6.6 1.7 3.7 5.0 2.8 1.2 1.1 2.8 1.3 0.7 0.3 0.6 1.5 100 
2000 42.0 28.0 2.9 6.5 2.1 3.2 4.5 3.1 1.0 1.2 2.1 0.7 0.6 0.1 0.5 1.5 100 
2001 40.4 30.6 3.5 6.1 1.8 2.8 4.2 3.8 0.9 1.3 1.9 0.4 0.4 0.1 0.6 1.0 100 
2002 41.5 29.9 3.7 6.7 2.3 2.6 3.5 3.4 1.1 1.4 1.4 0.5 0.4 0.1 0.5 1.0 100 
2003 40.7 30.2 2.9 6.8 2.4 2.6 3.5 3.1 1.6 1.4 1.9 0.6 0.6 0.0 0.4 1.1 100 
2004 41.3 30.5 3.2 5.8 2.2 2.6 3.5 2.9 1.7 1.7 1.9 0.9 0.5 0.0 0.5 0.6 100 
2005 40.5 31.2 2.8 5.1 3.2 3.0 3.7 3.3 1.2 1.6 1.8 1.0 0.4 0.0 0.7 0.7 100 
2006 41.1 31.4 2.8 4.5 4.0 2.9 3.3 3.0 1.3 1.5 1.4 0.9 0.6 0.1 0.7 0.4 100 
2007 40.3 32.0 3.1 4.4 4.3 3.3 3.4 2.8 1.2 1.4 1.4 0.8 0.5 0.2 0.6 0.3 100 
2008 42.0 30.5 3.7 4.0 4.0 3.4 3.3 2.9 1.2 1.2 1.1 0.7 0.5 0.4 0.7 0.4 100 
2009 42.3 31.1 4.2 4.0 3.6 3.1 3.1 2.7 1.0 1.0 1.0 0.8 0.7 0.6 0.5 0.4 100 
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しかし，『全国事業体調』によると，「ササン区」以外の工業団地である「サハ区」，「グンジョ

ン区」，「ガンソ区」の工業地域に靴メーカーの集積がみられており，それぞれ 3.1%，4%，3.6%

のわずかな数値である。したがって，工業団地としては「ササン区」のみと「ジン区」を中心

に靴メーカーが集積しているのは明らかである。その他に「サハ区」，「グンジョン区」，「ガン

ソ区」の工業地域に靴メーカーの集積がみられているが，それぞれ 3.1%，4%，3.6% などわ

ずかな数値であり，靴産業においてこれらの工業団地としての機能を失ったと思われる。

　すべての地域に事業体数の減少傾向である一方，「ガンソ区」のみ事業体数の増加がみられる。

前章で述べたように，「ガンソ区」には，2003 年に「靴産業振興センター」を設立するととも

に「ガンソ区」内に「ノッサン工業団地」を造成した。また，ジョンヒョンイル［2003］に

よると，「靴産業振興センター」の賃貸工場は，5,100 坪に 51 個の事業体を入居させる計画で

あったが，1995 年の 15 から 2009 年の 35 に増えた。集積率は全地域でわずか 2.3% に留まっ

ていると指摘している。このように，「ガンソ区」の総合支援センターと工業団地は，靴産業

に対する育成政策の支援にもかかわらず，その役割を十分に果たすことができなかったと思わ

れる
44）

。

　（5）プサンにおける靴産業の事業体区分別の現況

　1990 年代になると，OEM 生産に依存していた靴産業は限界に直面し，設計・企画，マー

ケティングなどの機能を追求し，国際分業体制においても新たな働きかけがみられるように

なった。表 3 ‒ 6 は，靴産業を事業体別に区分し，「単独」，「工場，支社」，「本社，本店」に分

類し
45）

，国際分業体制において構造変化が読み取る。

　指数をみると，すべて減少傾向であるなかで，「工場，支社」は 1994 を 1 として 2009 年に

は 0.27 となり，構造変化による減少が一番大きかった。2 章でも述べたように，1980 年後半

から海外直接投資が進み，それに伴って生産設備である「工場，支社」の海外移転による影響

が大きかったのである。とくに，従業員数をみると，96.7% の激しい減少率をみせている。

　その一方で，「本社，本店」は，唯一に増加傾向である事業体の類型である。事業体数も

1994 年の 7 から 2009 年に 21 となり，従業員数も約 3 倍の大幅に増加したのがわかる
46）

。要

するに，1990 年代後半から設計，企画，マーケティングなどの機能が強化された開発センター

44）「靴産業振興センター」の賃貸工場は，5,100 坪に 51 個の事業体を入居させる計画であったが，「ガンソ区」

には，1995 年の 15 社から 2009 年に 35 社に留まっている（ジョンヒョンイル［2003］）。また，それの実

効性について多くの批判が提起された（シンウォンチョル［2007］７頁参照）。

45）『全国事業体調査』の事業体区分によると，「単独」，「工場，支社」，「本社，本店」以外に「本社＋工場」

があるが，1996 年に集計方法の変更により，「本社＋工場」の項目を削除することになる。そのため，「本

社＋工場」の説明は省略する。

46）2011 年 8 月 17 日開発センター「KODEC」開発 2 部次長ナムソンフンとの調査インタビューによると，

「KODEC」は，1 社当り国内の OEM 生産企業の 4 社に対する経営支援および指導・管理が行っており，海

外生産基地では何十社の生産現場までコントロールしている。要するに，「本社，本店」は，靴産業におい

て 2% の割合を占めていてもかなり大きい影響力を及ぼすと考えられる。
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表

3
-

6
．
靴
産

業
の
事
業
体
区
分
別
の
事
業
体
数
の
推
移

（
単
位
：
個
，
名
）

出
所

 ：
 『
全
国
事
業
体
調
査
』
の
各
年
度
に
よ
り
著
者
が
再
編
作

成
。

注
1 
：

 単
独
事
業
体
と
は
，
同
一
経
営
（
単
一
の
所
有
権
な
い

し
単
一
の
管
理
下
に
あ
る
）
の
本
社
，
工
場
，
支
社
，
営
業
所
，
出
長
所
等
が
別
に
な
い

1
企
業

1
営
業
所
を
指
す
。

注
2 
：

 工
場
，
支
社
と
は
，
同
一
経
営
の
本
社
，
本
店
，
本
部

，
中
央
会
，
営
業
所
，
分
店
等
が
別
に
存
在
し
て
お
り
，
そ
の
傘
下
に
あ
る
営
業
所
を
指
す
。

注
3 
：

 本
社
，
本
店
と
は
，
別
の
場
所
に
同
一
経
営
の
工
場
，
支
社
，
営
業
所
，
出
長
所
，
支
部
，
支
店
等
を
１
つ
以
上
を
そ
の
傘
下
に
お
い
て
，
経
営
す
る
事

業
体
と
し
て
単
純
な
管
理
機
能
の
み
を
遂
行

す
る
事
業
体
を
指
す
。

注
4 
：

 本
社
＋
工
場
と
は
，「
工
場
，
支
社
」
と
「
本
社
，
本
店
」
の
場
合
，
1
つ
の
企
業
が

2
つ
以
上
の
事
業
体
を
持
ち
な
が
ら
，
本
社
ま
た
は
本
社
が
そ
れ
ら
の
事
業
体
と
同
じ
場
所
で
運
営
さ
れ
る
こ
と
を
い
い
，

と
く
に
本
社
と
工
場
が
一
緒
に
あ
る
の
を
指
す
。

注
5 
：

 企
業
体
単
位
で
調
査
さ
れ
な
い
よ
う
に
し
た
。
し
た
が
っ
て
，
１
つ
の
企
業
が
複
数
の
場
所
で
経
済
活
動
を
行
う
場
合
は
，
各
場
所
ご
と
に
別
々
の
事
業

体
と
し
て
捉
え
た
。

注
6 
：

 本
社
＋
工
場
は
，

19
95

年
に

37
社
が
存
在
し
て
い
た
が
，

19
96

年
に
「
本
社
＋
工
場
」
の
項
目
を
削
除
こ
と
に
よ
り
，
他
の
項
目
に
集
計
さ
れ
た
と
思
わ
れ
る
。

注
7 
：

 2
00

2
年
お
よ
び

20
03

年
に
は
，
法
人
会
社
に
限
っ
て
調
査
し
た
結
果
で
あ
る
。

注
8 
：

 指
数
は
，
事
業
体
数
に
対
す
る
結
果
で
あ
る
。

注
9 
：

 「
本
社
＋
工
場
」
は
，

19
96

年
か
ら
削
除
さ
れ
，
説
明
を
除
く
。

注
10

 ：
 減

少
率

は
，

19
94

年
に
対
比
し
た

20
09

年
の
結
果
で
あ
る
。

年
度

事
業
体
区
分
別

従
業
員
数

指
数

1
社
当
り
の
従
業
員
数

単
独

工
場
，

支
社

本
社
，

本
店

本
社
＋

工
場

合
計

単
独

工
場
，

支
社

本
社
，

本
店

本
社
＋

工
場

合
計

単
独

工
場
，

支
社

本
社
，

本
店

本
社
＋

工
場

合
計

単
独

工
場
，

支
社

本
社
，

本
店

本
社
＋

工
場

合
計

19
94

1,
44

3 
48

 
7 

57
 

1,
55

5 
38

,1
54

 
6,

84
5 

51
2 

11
,2

11
 

56
,7

22
 

1
1

1
1

1
26

.4
 

14
2.

6 
73

.1
 

19
6.

7 
36

.5
 

19
95

1,
51

3 
41

 
5 

37
 

1,
59

6 
34

,6
19

 
5,

65
7 

29
4 

4,
24

3 
44

,8
13

 
1.

05
 

0.
85

 
0.

71
 

0.
65

 
1.
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22
.9

 
13
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0 
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28
.1
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－
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3 
－
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26
 

1.
00
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17
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43

 
－
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0 
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－
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－
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－
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40
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14
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88
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48
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0.
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2 
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3 
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73
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0.
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0.
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3.

57
 

－
0.
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7.
8 

17
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－
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07
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5 

19
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－
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7 

44
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74
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0.
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43
 

－
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0.

63
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17
.2

 
71
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－
9.

2 

減
少
率

－
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.5
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72

.9
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－

－
37

.0
 

－
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－
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－
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－
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167産業集積の縮小による靴産業の構造変化（姜）
表

3
-

7
．
靴
産
業
の
小
分
類
に
よ
る
出
荷
額
の
推
移

（
単

位
：
百
万
ウ
ォ
ン
，
％
）

出
所

 ：
 『

鉱
業
・

製
造
業
統
計
調
査
』
の
各
年
度
に
よ
り
著
者
が
再
編
作
成
。

注
1 
：

 「
ス

ー
ツ

靴
類

｣
は
，

ほ
と

ん
ど

が
①

か
ら

再
編

さ
れ
，
「

そ
の

他
靴

」
は
，

①
＋

②
＋

③
＋

④
＋

⑤
＋

⑥
（

し
か

し
，

⑦
に

は
①

の
一

部
分

も
含

ん
で

い
る

）
か

ら
再

編
さ

れ
た
。
「

靴
部

品
及

び
裁

断
製
品

｣
は
，
⑧
＋
⑨
か
ら
再
編
さ
れ
た
と
判
断
で
き
る
。
「
韓
国
標
準
産
業
分
類
」
を
参
照
し
，
明
確
な
数
値
は
明
示
で
き
な
い
。

注
2 
：

 ①
「
革

U
P

P
E

R
靴
」
は
，

19
98

年
以
降
に
「
ス
ー
ツ

靴
類
」
お
よ
び
「
そ
の
他
靴
」
に
属
す
る
よ
う
に
な
る
。

注
3 
：

 2
00

7
年
以
降
の
数
値
は
，

10
人
以
上
の
事
業
体
を
対
象
と
し
た
調
査
結
果
で
あ
る
。

区　　 分

出
荷
額

比
重
％

① 革 U P P E R 靴 （ ス ー ツ 靴 類 ）

⑦ そ の 他 靴

⑩ 靴 部 品

　 お よ び

　 裁 断 製 品

合　　 計

① 革 U P P E R 靴 （ ス ー ツ 靴 類 ）

⑦ そ の 他 靴

⑩ 靴 部 品

　 お よ び

　 裁 断 製 品

合　　 計

② 織 物　
U P P E R 靴

③ プ ラ ス チ ッ ク

　 お よ び ゴ ム　

　UPPER 靴

④ 競 技 用 及 び

　 そ の 他 特 殊 用 靴

⑤ 家 庭 用 ス リ ッ パ

　 及 び 類 似 靴

⑥ そ の 他 靴

② ＋ ③ ＋ ④ ＋ ⑤ ＋ ⑥ ＝ ⑦

⑧ 靴 裁 断 物

⑨ ゴ ム 及 び

　 プ ラ ス チ ッ ク

　 成 形 靴

⑧ ＋ ⑨ = ⑩

②
③

④
⑤

⑥
② ＋ ③ ＋ ④ ＋ ⑤ ＋ ⑥ ＝ ⑦

⑧
⑨

⑧ ＋ ⑨ = ⑩
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x
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のようなコーディネート的な機能を果たす管理機能の「本社，本店」が国内に立地するように

なった結果だといえる。

　1 社当たりの従業員数をみると，2009 年の「単独」は，7.8 人で，3）で述べた小規模の「⑩

靴部品および裁断製品」に属する事業体が多くなったと考えられる。「工場，支社」は，1995

年の 142.6 人であったのが 2009 年には 17.2 人に激減したのが際立つ。上記のように，海外

移転の影響と同時に，プサンに立地している生産設備の規模が縮小したのを意味している。ま

た，「本社，本店」は，1995 年の 73.1 人から 2009 年の 71.0 人となり，事業体数が増えたに

もかかわらず，ほとんどの規模を維持しており，一番大きい規模となっている。

　このように，国際分業体制において，プサンの靴産業は，2 章でも述べたように，既存の国

内で行われた大量生産の機能を持っていた「工場，支社」の海外移転により，急激に減少して

おり，その代わりに，プサンには設計，企画，マーケティングなどの管理機能を求めるコーディ

ネート的な管理機能の「本社，本店」が立地していることがわかる。

　第 2 節　『鉱業・製造業統計調査』の分析

　（1）従業員数の規模別の出荷額の推移
47）

　従業員数の規模別に出荷額の推移を検討してみると，1995 年の規模別の割合，「500 人以上」

の大企業が存在し，全規模のなかで 22.6% を占めており，ウェイトが一番高い。その次が「50

～ 99 人」の 21.8%，「100 ～ 199 人」の 21.5% の順であったが，2002 年を境に 300 人以上

の大企業群がなくなり，2009 年に「20 ～ 49」を中心に 199 人以下の規模群で活発な経済活

動がみられる。

　1995 年と 2009 年の出荷額を比較してみると，49 人以下の規模では，出荷額の増加傾向が

みられるが，50 人以上の規模では減少傾向がみられている。このように，集積の縮小は，規

模だけではなく，出荷額の経済活動においても零細化をもたらしたといえる。

　（2）小分類による出荷額の推移

　表 3 ‒ 7 は，靴産業を小分類してそれぞれの出荷額，割合を示したものである。この表でい

える特徴は，まず，1994 年から 1997 年までほとんどの減少傾向のなかで「④競技用及びそ

の他特殊靴」が大きく出荷額の増加をみせている。2 章で述べたように，登山靴，サイクル靴，

インラインスケート靴など様々な機能・特殊靴のニッチ市場に進出したことを意味する
48）

。

　また，2009 年の出荷額の割合をみると，「⑦その他靴」の割合が大きく減少して 24% になり，

「①スーツ靴類」が 43.9%，「⑩靴部品及び裁断製品」が 32.1% となっている。輸出構成では，

完成品製造業（①および⑦）を主とした産業構成から「⑩靴部品および裁断製品」を主とした

47）紙幅の関係で規模別の出荷額に関する表は省略する。

48）2010 年に国内の靴関連 100 大企業において，「競技用及びその他特殊用靴」に属している「OUTDOOR」

の売上伸張率が一番高い（靴産業振興センター［2012］）。
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産業構成に変化したといえ，出荷額においては「①スーツ靴類」を中心とする構造になってい

るのである。

お　わ　り　に

　靴産業は，1962 年に輸出をはじめ，日本から技術・設備移転により，世界の OEM 生産基

地として急成長することになり，1990年まで韓国の経済成長の重要な担い手であった。しかし，

1980 年代後半の「3 高現象」をはじめ，国内・外の経営環境の変化は，急激な集積の縮小を

もたらした。その結果，現在の斜陽産業として位置づけられるようになった。

　本論文では，プサンの靴産業の成長と衰退を構造変化の側面から統計資料を用いて検討した。

その特質を以下の 3 つにまとめることができる。1 つは，空洞化に対する評価である。1980

年代後半の経営環境の変化は，集積の縮小とともに空洞化をもたらした。国内の生産基盤は海

外に代替され，集積の縮小は生産性の減少をもたらした。しかし，その一方では，新しい動き

がみられるようになった。コーディネート的の機能を持つ新しいタイプの事業体が生まれ，企

業間ネットワークを再構築した新たな市場体制を形成したのである。そして，大学や各種機関

との関係により，高付加価値への変化を絶えず努力している。言い換えれば，集積の縮小によ

る空洞化は，靴産業の新しい動きにより，むしろ集積の機能を強めたともいえる。2 つは，地

域に対する評価である。2009 年に「ササン区」工業地域と「ジン区」を中心にプサンの靴メー

カーの 73.4% が集積しており，その他地域では，ほとんどの減少傾向がみられている。すな

わち，プサンにおいて全体的な集積の規模は縮小したといえ，集積の密集度はより高くなった

のである。靴産業のネットワークがより固まったといえよう。3 つは，衰退に対する評価であ

る。靴産業は，衰退した斜陽産業として位置付けられているにもかかわらず，現在，プサンに

は 1 千個近くの靴メーカーが集積しており，経営環境の変化に対応しながら，生き残るため

に様々なネットワーク活動を取り組んでいる。また，そのなかで成長している企業も生まれて

いるのである。

　以上のように，靴産業は，過去 20 年間で激しい産業構造を経験し，変化に対応しながら自

ら生き残る道を模索し，従来の中小企業のあり方とは異なる新しいあり方で存在しているので

ある。

　本論文では，統計資料を用いて産業構造の変化の側面に重点を当てたため，企業レベルの実

態までは明らかにしていない。とくに，「5 ～ 9」の零細企業の事業体数だけが増えた要因と

それの機能とはなにかについて実証する必要がある。そのため，集積内にネットワーク関係の

実態を今後の研究課題とする。
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